
様式第１号（日本工業規格Ａ４縦型） 
 

就学援助費認定申請書兼世帯票    ㊙  

 

  令和   年   月   日   

丹波篠山市教育委員会 様 

保護者  〒 

住 所 丹波篠山市            

 

氏 名               ○印   

 （電話番号：          ） 
 

 下記の記載事項に間違いありませんので、就学援助費の認定をいただきますよう申請いたします。 

フ リ ガ ナ   
学校 第  学年 

児童生徒氏名 
 

 

 

 

 

 

家 族 構 成 

 
（該当児童生徒を含む 

家族全員） 

 

 

 

 

氏  名 生年月日 続柄 
職 業 

学校名 
添付書類等☑欄 

 ・  ・ 本人 学校  

 ・  ・   
□ 証明書添付 

□ 市県民税申告済 

 ・  ・   
□ 証明書添付 

□ 市県民税申告済 

 ・  ・   
□ 証明書添付 

□ 市県民税申告済 

 ・  ・   
□ 証明書添付 

□ 市県民税申告済 

 ・  ・   
□ 証明書添付 

□ 市県民税申告済 

 ・  ・   
□ 証明書添付 

□ 市県民税申告済 

 ・  ・   
□ 証明書添付 

□ 市県民税申告済 

 ・  ・   
□ 証明書添付 

□ 市県民税申告済 

※ ①添付書類☑欄には、提出の際の証明書添付確認用に☑を記入ください。 

②「市県民税申告済」については、市民税・県民税申告の場合で写しが手元にない場合のみ☑を入れて下の括弧内に 

申告年月日と申告場所を記載してください。（できる限り写しの添付をお願いします。） 

【市県民税申告書提出日：令和 ８年  月  日 提出場所：         】 

家庭の状況 
(申請に至った経過、経済

状況等できるだけ詳しく) 

 

 

申 請 理 由 

 

 

 

 

あてはまる事項を○で囲んでください。（(2)ｲ・ｳ・ｴについては、証明書添付） 

(1)   生活保護法に基づく保護を受けている 

(2) ア 生活保護法に基づく保護の停止又は廃止 

イ 児童扶養手当の支給（受給者） 

ウ 前年中の収入が｢世帯構成別収入基準｣以下である 

エ ア～ウのいずれにも該当しないが、経済的な理由によって就学することが困難

であるため（生計維持者の死亡、長期療養等）       

※ 児童生徒の学校及び学年等は令和８年度の状況で記入してください。 



委任状及び 

承 諾 書 

①就学援助費補助金の受領に関する一切の権限を在籍する学校長に委任します。 

②申請に必要な世帯全員の所得状況及び世帯状況の調査を承諾します。また、 

このことについて、各世帯員の同意を得ています。 
 

      保護者（申請者）氏名             ○印  

※ 就学援助費振込口座について、①（口座情報）又は②（□にﾁｪｯｸ）に記入してください。 

【新１年生は必ず口座情報を記入してください。】 

① 

金 融 

機関名 

金融機関ｺｰﾄﾞ（4 桁）     支店ｺｰﾄ（゙3 桁）    
預金 

種別 

普 通 

 

当 座 
 銀行 ・ 信用金庫 

信用組合 ・ 農協 

 
支店 

口 座 

名義人 

※名義人をカタカナで記入 口座 

番号 

       

② □ 令和７年度に振込指定している口座に引き続き振込を希望する。 

 

※学校長の確認欄 
            学校長              □印    

 

※ 

継 続 認 定 

小   学   校 中  学  校 

１学年 ２学年 ３学年 ４学年 ５学年 ６学年 １学年 ２学年 ３学年 

認定の有無 
         

 

※教育委員会認定欄 

要 保 護                        します。 

児童生徒として認定 

準要保護                        しません。 
 

     令和 ８年  月  日 
 

丹波篠山市教育委員会  □印  

【添付書類】 

※下記証明書が添付されていない場合受付できません。必ず必要証明書を添付して提出ください。 

※写しはＡ４版コピーでお願いします。 

 ＜注意＞ 

① 基準所得の額は「就学援助についてのお知らせ」の世帯構成別所得基準額になります。 

② (2)(ｳ)の※については、必ずいずれかの書類を提出してください。（未就学児・小中高校生・大学生は除く） 

  同一世帯において、複数の所得（年金等、扶養控除範囲内も含む）がある場合並びに所得が無かった場合に

ついても必ず証明書を提出ください。（添付書類がない場合は申請書を返却させていただきます。） 

③ 当初申請時点（令和 8 年２～３月頃）での所得証明書（市窓口発行）は、令和６年中の所得を証明する

もので令和８年度就学援助費認定申請に必要な所得の証明になりません。 

④ (2)(ｴ)については、①「生計維持者の死亡」②「生計維持者の長期療養」その他①②に類する理由で公

的証明書添付が可能な場合であるため、私的な理由は該当しません。 

該 当 事 項 必 要 な 証 明 書 

(1) 生活保護を受けている者 証明書必要なし 

(2) (ｱ)保護の停止または廃止 証明書必要なし 

(ｲ)児童扶養手当の支給 「児童扶養手当証書」(福祉事務所長印のある見開き全体)の写し 

(ｳ)基準所得以下の者 ｢令和７年分源泉徴収票」の写し 

｢令和７年分確定申告書控｣の写し        ※ 

｢令和８年度市民税･県民税申告書｣の写し 

(ｴ)前項のいずれにも該当しな

いが、特別な事情がある者 

特別な事情を証明できる書類（診断書、公的機関等の証明）※ 


